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2D6 都道府県政令指定都市の 科学技術政策の 特徴と課題 

0 山本 長吏，武部 一成，小山 康夫，権 田 令 治 ( 科学技術政策研究所 ) 

はじめに 

本論では、 科学技術政策研究所が 実施した、 都道府県及び 政令指定都市の 科学技術政 
策 に関する調査をもとに、 その政策の動向及び 特徴について い くつかの点を 指摘すると 

ともに、 都道府県間でその 格差が拡がってきている 一人当りの県民所得の 動きと科学技 
術 関係経費の関係の 分析から、 地方自治体の 科学技術政策の 抱えている課題について 所 
見を述べることとする。 

図 1  科学技術関係審議会の 設置及 び 科学技術政策の 基本指針策定状況 

都道府県及び 政令指定都市の 
(1 り 3 年度来現在 ) 

科学技術政策の 動向と特徴 
関係審議会等の 設置状況 笘鱗耗 " ■ 

/ 
図 1 は、 科学技術関係の 審 審乱会告程 Ⅰ 県 軽目 

議会の設置状況、 科学技術 ま本 指針 等 策定 煤麗ヨ 

政策の基本指針の 策定状況 " 。 林 。 " 。 県 ⑨ 

と 科学技術政策担当専任部 
署の設置状況を 地図におと 

したものだが、 基本指針に 

ついてみると、 指針を定め 
ているところは 13 県に達し 

ている。 この指針策定の 動 

きは、 1987 年度以降のもの 
で、 比較的急速に 広まって 

きている よ うにも見えるが 

( 図 2 ) 、 この傾向がその 
まま全国に普及して い く か らク 

図 2  科学技術政策の 基本指針の策定状況 ( 策定年次推移 ) 
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どうかについては 疑問も存在している 0 事の重要，性からして、 プームを引き 起こすだ 

けのインパクトは 有していると 思 、 われるが、 後に見るように、 克服すべき課題も 大きい 

からであ る。 

科学技術関係経費総額 
1992 年度に都道府県及び 政令指定都市が 支出した科学技術関係経費は、 総額で 6,140 
億円、 財政歳出総額の 1.1% を構成しており、 その金額は国の 科学技術関係予算 (1992 年 
度 )04 分の 1 強 、 28.8% に相当している。 比較可能な 45 都道府県について 前回調査 

(1990 年度実績 ) と比較するとその 伸びは 18.4% とかなり高い 伸びとなっている。 

表 1 及び図 3 は、 その経費の目的別内訳を 示したものだが、 全体の 60% の経費が公設 

試 に投入されているという 基本的な構図は 変わっていない。 次いで大きいのは 高等教育 

機関への 20% であ るが、 財団・ 3 セクの研究開発 ( 支援 ) 機関への 5.5% 、 330 条億円と 
いう のも十分注目されてよい。 図示していないが、 対象機関数も 前回の 121 機関から 

表 ]  科学技術関係 経寅 目的別内報 1992 年度 ) 

  国際交流 Ⅰ， 185 0.2% 87 0 ． 2% 1.271 0.2% 

啓蒙普及 28.545@ 5.0% 2,470 6.3% 31.015 5.1% 

特定の研究課題への 重点的取組 8,m8  1.4% 92 0 ． 2% 8,1m  1.3% 

総支出額 575, ㏄ 2  1 ㏄ 曲防 38.914@ 100.0%@ 613,976@ 100.0% 

( 注 ) 重複計上があ るため総支出額と 柱討 とは一致しない。 

( 参考 ) 国の科学技術関係予算 (1992 年度 ) に対する県政今市の 科学技術関係経費の 割合 28.8% 

図 3  科学技術関係 経宙 目的別支出 轍 県政令市 計 、 1992 年度 ) 
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16H 機関へと大幅に 伸びており、 支出額の伸びも 経費全体の 18% 増に対して 81% の増と 

なっている。 

科学技術関係経費の 性格別構成比 
表 2 に明らかな よ うに、 最も構成比が 高 い のは農水系であ る (34.1%)0 次いで多 いの 

が 商工系の 26.5% で、 両者で全体の 6 割強を構成している。 この構造は前回調査とほぼ 

同様であ るが、 都道府県 分は ついて前回調査とその 構成比を比較してみると ( 図 4)   

農水系が 40.2% から 表 2  都道府県及び 政令指定都市の 科学ぼ 術 関係費の性格別内訳 (1992 年度 ) 
36.4%  へと 3.8 ポイント 

その比率を下げているの 47 都道府県 12 政令指定都市 合 計 

が 目立っ。 今回初調査の 

東京都の神経科学総合研   
充所 ( 他の医療系 3 研究   商工系 156.883 27.3% 5,875 15.1% 162.758 26.5% 

2 ㏄， 587  36.4% 0  0.0%  W ㏄Ⅰ 87  34.1 勉 

21, 解 5  3.7 あ 7 3f 2 3 8.3% 24,582@ 4.0% 
所 と合わせて約 90 億円の 
支出額 ) ゃ衛生研究所 

  農林水産系 

環境・土木系 

保健・衛生系 52,510 9.1% l Ⅰ n Ⅰ @ Ⅰ く ハ Ⅱ リ 11.6% 57,011@ 9.3% 

(50 億円余の支出額 ) な 県民・生活系 24,076 4.2% 篆 棚 '. 縄 24,685  4.0% 

どが保険衛生系の 数値を 教育系 27,2 ㏄ 4.7% 24,261  62.3% 51,470 8.4% 

引っ張ったことにもよる 企画・総務系 83,453 14.5% 430@ 1.1% 83,884 13.7 冊 

が 、 商工系、 県民生活系、 - 三 ヰ 十 575, ㏄ 2  1 ㏄． 0% 38.914  ] ㏄． 0%  613,976  1 ㏄． 0% 

教育系がその 比率を伸ば 
している中で 農水系が 4 図 4  都道府栗の科学技術的保 軽 珪の性格別 棚成 比の推移 (19 的づ ] ㏄ 2) 

ポイント近くもその 比率 
を 下げていることは 注目 

ば的 的年度 

してよい。 産業構造や行 
政二 一ズに 対応した科学 

技術政策の展開が 性格別， ぬ 。 & 

構成の多様化という 形で 

出現してきていると 見る ぬ 舐 帥 ぬ 弼 sx 6O@  m  沖 m  鵬 

ことができるからであ る。 

都道府県政令指定都市の 科学技術政策の 抱えている課題 
科学技術関係経費の 性格別構成比から 
そこで、 農水系の科学技術関係経費構成比と 商工系の構成比を 縦軸と横軸にとって 各 
都道府県の分布を 見たものが図 5 であ る。 全体の数値としてみたときは、 農水系の構成 

比は 36.4% であ ったが、 県別 ( 政令市分も合算 ) にみてみると、 農水系が 50% を越えて 
い るところが 24 県、 実に過半数であ ることがわかる (70% を越えているところも 7 県存 
在している ) 。 一方、 商工系が 50% を越えているところは 大阪、 広島、 山形、 秋田の 4 
県 のみであ る。 前述した多様化という 観点から見ると、 大半の県は斜めに 引いた 70% ラ 

インの右上、 即ち、 農水系と商工系だけで 70< ん 以上構成しているという 状況であ り多様 
化しているところはまだ 少ない (80% を越えているところが 28 県、 90% でも 10 県存在し 
ている。 また、 いく っ かの県は 50% ラインの左下に 位置しているが、 茨城、 滋 賀、 愛媛 
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は 自然系博物館の 建設費 等が on されて教育系が 40% 超になっているものであ り、 県民生 
活系や環境医療などでの 多様化が進んでいるところはまだ 少ないのであ る )   

図 5  商工系科学技術関係経費構成比と 農水系科学技術関係経費構成比 

( 県政令市 計 、 事業性格別 E 分 、 1 の 2 年度 ) 
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一人当り県民所得の 推移と科学技術政策 

一方、 都道府県間でその 格差が拡大傾向にあ る一人当り県民所得の 推移と科学技術関 
係経費の関係をみたのが 図 6 であ る。 図の一人当り 県民所得の値は、 1975 年度と 1991 年 

度 0 2 年度について、 各都道府県の 実額 値そ それぞれの年度の 各県単純平均値で 割りか 
えして標準化し、 平均値を 100 として現したもので、 図の上向き ( 白抜き ) の矢印は 

1975 年から 1991 年の 16 年間に一人当りの 県民所得の相対的な 位置が上昇したことを 示し 

ており、 逆に下向き ( 里め り ) の矢印はその 相対的な位置が 下降したことを 示している。 
図からは、 比較的上にあ るものは上昇しているものが 多く 、 逆に比較的 下 にあ るものは 

下降しているものが 参りことから、 全体として 2 極 分化が進んで い ることが容易に 見て 

取れるが、 科学技術関係経費と 県民所得の増減との 間に明瞭な関係は 認められない。 そ 

こで、 今度は一人当り 県民所得の相対的な 増減の値 ( 図 6 の矢印の長さ ) を縦軸にとり、 
横軸に商工関係の 科学技術関係経費 ( 政令市公辺 ) をとってみると 図 7 のようになる。 
1975 年度から 1991 年度の県民所得の 増減という過去の 動きと 1992 年度の科学技術関係 

経費という現在のデータを 縦横にとっているので、 通常言われる 経費の投入とその 結果 
の 現れという関係とは 逆の事をみているわけだが、 経費の総額でみている 上の図で部分 

的に出現している 正の相関関係が、 人口一人当りの 下の図では消滅し、 しかも全体とし 
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て マイナスの相関が 出ている。 図の左上に属しているところは 所得の増加は 実現してい 

るが一人当りの 科学技術関係経費の 投入は比較的少ないところ、 即ち、 誘致に成功して 
いるところもしくは 政策的な関与が 少なくても自律的な 経済成長が実現されているとこ 
ろとみることができ、 図の右下に属しているところは 過去の所得の 相対的な減少を 受け 

て 内発型の開発を 目指して投資を 拡大しているところとみることができる 0 問題はこう 

した分布が今後どのように 推移して い くのかということだが、 図に示した よう に右上の 
リニアなところへ と シフトしていくのであ ろうか。 科学技術関係経費の 経年データの 蓄 
積 が待たれるところであ る。 

図 6  一人当り県民所得の 推移 (1975@*1 ㏄ 1 、 対 平均相対 値 ) と科学技術関係 経寅 ( 県政令市 計 、 経常的経史、 19928 度 ) 
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一人当り 
図 7  商工関係科学技術関係 軽宙 ( 県政令市 計 、 経常的経 俺 、 1992 年度 ) と 

@BflW 一人当り県民所得の 増減 ( 対 単純平均値の 変化、 1975 つ 1991 年度 ) 
の 増減   
15.m 

ⅠⅠⅠ                   
    ノ ）   10.m         

                          
          
      

          相関係数 ( 林分 )   亡 0 ． 7828 
相関係 教 ( 全体 ) 

  10.m   
  

    二 0 ． 131S     
  15.m 
  ', ㏄。 4,000 。 ・㏄。 8.000 1 。 ， 。 。 。 ' ム ㏄。 1 。 ・。 。 。 ' 。 ， ㏄。 

一人当り 商 エ M 係 科学技術 M 係撞サ ( 百万円 ) 

"" 鹿 " 

10.m 相関係数 ( 全体 ) 
二 -0 ． 乃 93   

中央値 

  5.m 
  

      

-10.m   
  15.m 

0 円 '. ㏄。 円 2. 。 ㏄ 円 '." 梅月 。 ．。 。 ' 。 円 '. 。 。 。 ト Ⅰ 6. 。 。 。 @q 

人口一人当りの 商工内供科学技術関係 踵夫 

( 注 ) 一人当り県民所得の 坤汝の値は   各都道府県の 一人当り県民所存の 値を単純平均で 割った値について   

1 的 1 年度と 1975 年度の差をとったものであ る。 

おわりに 

地方自治体による 科学技術政策を 考える際に重要な 点の一つぼ、 目指すべき政策目標 
と 現実の科学技術政策の 構造や方向性が 合致しているかどうかという 点があ る。 すでに 

みてきた よう に、 農水系に 50% 以上の経費を 投入しているところが 過半数存在している 
ことや、 生活の質の向上のための 科学技術ということが 言われ、 いくつかの政策指針の 

中にもそれが 明確に位置づけられてきているにもかかわらず 経費的な面での 多様化が進 
んできていないといったことは 一つの大きな 問題として捉えておくべきであ ろう。 また、 

県民所得との 関係でいえば、 都道府県格差が 拡大してきているという 現実の中で、 内発 
型の開発を指向するのか 誘致に 28 開発を指向するのかという 政策の方向性のバランス 
0 間 題 とそれを具体的に 所得 増 に結び付けて い く戦略的なメカニズムの 開発の問題が 大 

きな課題として 指摘できる。 もちろん、 県民所得の増減は、 ここで主として 念頭にお い 

ているものづくり 産業だけに負っているわけではないので、 これに産業構造解析など 地 

域特性を加味した 分析が不可欠であ る。 前述した科学技術関係経費に 関する経年データ 
の 蓄積と合わせて、 本研究の今後の 課題として指摘しておきたり。 

一 216 一 


